
１　地方創生臨時交付金事業（物価高騰対応重点支援交付金）　�

　【 低所得世帯支援枠 】

（１）　住民税非課税世帯等への臨時特別給付金の追加給付

592,480 千円

社会福祉課

≪財源内訳≫

　　国庫支出金 592,480 千円

　　（地方創生臨時交付金・物価高騰対応重点支援　10/10）

２　地方創生臨時交付金事業（物価高騰対応重点支援交付金）　�

　【 推奨事業メニュー分 】

（２）　子育て世帯生活応援ギフト券の配布

143,161 千円

こども未来課

≪財源内訳≫

　　国庫支出金 143,161 千円

　　（地方創生臨時交付金・物価高騰対応重点支援　10/10）

○繰越明許費補正 143,161 千円

2023年度　一般会計補正予算（第８号）の概要

　　　　　　　　　「デフレ完全脱却のための総合経済対策」
　　　　　2023年11月2日閣議決定、2023年11月29日国補正予算成立

電力・ガスをはじめエネルギー・食料品価格等の物価高騰による負担増を踏まえ、特に家計へ
の影響が大きい住民税非課税世帯等に対し、本年７月以降に支給した１世帯あたり３万円の給
付金に追加して７万円を支給する。
・対象者　　　：世帯全員の2023年度分の住民税均等割が非課税の世帯
・給付額　　　：１世帯あたり７万円
・支給見込件数：8,300世帯

物価高騰の影響を受けている子育て世帯を対象に、子ども１人あたり１万円のギフト券を配布
する。
・対象者　　：2005年４月２日以降に生まれた子（高校３年生相当以下）のいる世帯
・配布物　　：子ども１人あたり１万円のギフト券
・対象世帯数：約 7,000世帯
・対象者数　：約12,000人
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（３）　中小企業者の省エネリフォーム支援

103,035 千円

環境経済課

≪財源内訳≫

　　国庫支出金 49,631 千円

　　（地方創生臨時交付金・物価高騰対応重点支援　10/10）

　　一般財源 53,404 千円

○繰越明許費補正 103,035 千円

（４）　鉄道事業者への運行支援

190 千円

都市整備課

≪財源内訳≫

　　国庫支出金 190 千円

　　（地方創生臨時交付金・物価高騰対応重点支援　10/10）

〇　地方創生臨時交付金事業　�

（物価高騰対応重点交付金事業【推奨事業メニュー分】）

246,386 千円

≪財源内訳≫

　　国庫支出金 192,982 千円

　　（地方創生臨時交付金・物価高騰対応重点支援　10/10）

　　一般財源 53,404 千円

物価高騰の影響を受ける事業者が、コスト削減を図るために行う事業所の断熱リフォームの取
組みを支援する。
・対象経費：断熱リフォーム（断熱材、ガラス、窓など）に必要な経費
・補助率　：２分の１以内
・補助額　：10万円～50万円

燃油価格高騰の影響を大きく受ける公共交通事業者の事業継続を支援するため、支援金を交付
する。
・対象者：WILLER TRAINS株式会社
・交付額：兵庫県と同様の仕組みで算出した額

小計（２）～（４）
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３　国の総合経済対策事業　�

（５）　基盤整備促進事業（ほ場整備事業）

115,140 千円

農林水産課

≪財源内訳≫

　　県支出金（基盤整備促進事業委託金） 105,040 千円

　　地方債（補正予算債） 10,100 千円

○繰越明許費補正 105,040 千円

（６）　基盤整備促進事業（農道橋耐震化）

11,200 千円

農林水産課

≪財源内訳≫

　　地方債（補正予算債） 11,200 千円

（７）　ポンプ場管理費（一日市排水機場改修）

2,821 千円

農林水産課

≪財源内訳≫

　　地方債（補正予算債） 2,800 千円

　　一般財源 21 千円

（８）　地籍調査事業

90,336 千円

地籍調査課

≪財源内訳≫

　　県支出金（地籍調査事業費補助金） 63,576 千円

　　一般財源 26,760 千円

○繰越明許費補正 90,336 千円

内町地区のほ場整備工事（Ａ＝4.3ha）
※2024年度の前倒し実施

蓼川大橋の耐震化工事（落橋防止Ｎ＝１箇所）
※2024年度の前倒し実施

一日市排水機場の改修工事（ポンプ、ゲート、除塵機、電気設備等）
※2024年度の前倒し実施

一筆ごとの土地について調査測量を行い、地籍図及び地籍簿を整備する。
※2024年度の前倒し実施
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（９）　自動録音機能付電話機等の普及促進

1,000 千円

生活環境課

≪財源内訳≫

　　県支出金 1,000 千円

　　（自動録音電話機等普及促進事業費補助金）

（10）　私立保育所等への物価高騰対策追加支援

6,705 千円

幼児育成課

≪財源内訳≫

　　県支出金（保育施設等一時支援補助金） 6,705 千円

（11）　市債管理基金積立金（臨時財政対策債償還基金分）

117,144 千円

財政課

≪財源内訳≫

　　一般財源 117,144 千円

〇　国の総合経済対策事業　�

344,346 千円

≪財源内訳≫

　　県支出金 176,321 千円

　　地方債 24,100 千円

　　一般財源 143,925 千円

物価高騰等の影響を受けている放課後児童クラブ（民間施設）、私立保育所等に対して、光熱
水費等の価格上昇分の一部を支援する。
・対象施設：私立保育所、認定こども園、小規模保育事業所　21施設
　　　　　　認可外保育施設　　　　　　　　　　　　　　　４施設
　　　　　　放課後児童クラブ　　　　　　　　　　　　　　３施設
　　　　　　合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28施設
・給付金額：施設規模により定額を給付

2024・2025年度の臨時財政対策債の元利償還金（一部）の償還に充てるための積立金
・2024年度　58,572千円
・2025年度　58,572千円

小計（５）～（11）

県内の特殊詐欺被害が過去最悪のペースで増加していることを踏まえ、自動録音機能付電話機
等の機器購入に対して補助金を交付する。
・補助対象：65歳以上の高齢者
・補 助 率：定額補助
・補助上限：自動録音機能付電話機購入　１万円
　　　　　　外付録音機購入　　　　　  ５千円
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４　その他一般事業　�

（12）　人件費（人事院勧告分）

91,006 千円

人事課

≪財源内訳≫

　　一般財源 91,006 千円

（13）　塵芥処理事業費（北但行政事務組合負担金）

5,755 千円

生活環境課

≪財源内訳≫

　　地方債（合併特例債） 18,900 千円

　　一般財源 -13,145 千円

（14）　城崎地域の公共施設集約化に係る城崎庁舎改修

1,815 千円

城崎振興局地域振興課

≪財源内訳≫

　　一般財源 1,815 千円

〇　その他一般事業　�

98,576 千円

≪財源内訳≫

　　地方債 18,900 千円

　　一般財源 79,676 千円

小計（12）～（14）

・行政職、技能労務職給料表の改定
・期末手当、勤勉手当 各0.05月分の引き上げ
・特別会計（繰出分）を含む

・北但行政事務組合負担金
　　運営費分　　2022年度負担金の最終精算
　　施設整備分　進入路災害復旧工事負担金

城崎庁舎の城崎市民センター１階集会室を、豊岡市商工会城崎支部及び豊岡市社会福祉協議会
城崎支所の事務所として活用するための改修工事を行う。
・2023年度　実施設計
・2024年度　改修工事
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2023年度　一般会計補正予算（第８号）

　　合計（�＋�＋�＋�） 1,281,788 千円

≪財源内訳≫

　　国庫支出金 785,462 千円

　　県支出金 176,461 千円

　　地方債 43,000 千円

　　一般財源（普通交付税・繰越金） 276,865 千円

　 追加提案日    2023年12月14日（木） ※一般質問最終日
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継続 

 

№１ 事業名 
住民税非課税世帯等への臨時特

別給付金の追加給付 

補 正 

予算額 
592,480 千円 

 

１ 事業目的、趣旨等 

  電力・ガスをはじめエネルギー・食料品価格等の物価高騰による負担増を踏まえ、特

に家計への影響が大きい住民税非課税世帯等に対し、１世帯あたり３万円を７月に給付

したが、今回７万円を追加給付し、引き続き生活・暮らしを支援する。 

 

２ 事業概要 

⑴ 内  容 

住民税非課税世帯等に対して、１世帯あたり７万円を支給する。   

 

⑵ 事業期間 

  2023年度 

 

⑶ 事業主体 

豊岡市 

    

⑷ 全体事業費（補助率・負担率等） 

592,480千円 地方創生臨時交付金（物価高騰対応重点支援）（10/10） 

    （内訳）給付金   581,000千円 

事務費     11,480千円 

 

３ その他参考事項 

本給付金事業は、国におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰による負担軽減対

策として実施されるが、現時点で制度の詳細が決まっていないため、内容を変更する場

合がある。 

 

担当課名【社会福祉課】（内線3031） 

対象者 

基準日（2023年12月１日）において世帯全員の2023年度分の住民税均等割

が非課税である世帯 

※住民税が課税されている者の扶養親族等のみからなる世帯を除く 

※家計急変世帯として３万円を支給した世帯は対象としない 

給付額 １世帯当たり７万円 

支給件数 8,300世帯 

支給時期 
2024年２月以降 

※事務の都合により支給開始時期は変更する可能性がある。 
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新規 

 

№２ 事業名 
子育て世帯生活応援ギフト券の

配布 

補 正 

予算額 
143,161 千円 

 

１ 事業目的、趣旨等 

  子育て世帯では、物価高騰による負担増の影響が及んでいるため、子どものために必

要な物品等の購入を支援する。 

 

２ 事業概要 

⑴ 内  容 

2024年１月１日時点で本市に住民登録のある2005年４月２日以降に生まれた子（高

校３年生相当年齢以下）のいる世帯を対象に、子ども一人あたり１万円のギフト券を

支給する。 

対象者人数 約12,000人 

対象世帯数 約 7,000世帯 

 

⑵ 事業期間 

2023年度～2024年度 

 

⑶ 事業主体 

豊岡市 

 

⑷ 今後のスケジュール（予定） 

2024年１月  業者選定 

2024年春期  ギフト券の発送（使用期限は2024年12月末を想定） 

 

⑸ 全体事業費（補助率・負担率等） 

143,161千円 地方創生臨時交付金（物価高騰対応重点支援）（10/10） 

 

⑹ 繰越明許費 

全額を次年度に繰越し、執行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当課名【こども未来課】（内線2571） 
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新規 

 

№３ 事業名 
中小企業者の省エネリフォーム

支援 

補 正 

予算額 
103,035 千円 

 

１ 事業目的、趣旨等 

  物価高騰の影響を受ける事業者がコスト削減を図るために行う事業所の断熱リフォー

ムの取組みを支援する。 

 

２ 事業概要 

⑴ 内  容 

  ア 事業内容 

    コスト削減を図るために行う事業所の断熱リフォームに必要な経費の一部を補助

する。 

  イ 対象者 

    市内に主たる事業所を置く中小企業者（中小企業基本法第２条第１項に規定する

中小企業者）。 

  ウ 対象経費 

    断熱リフォーム（断熱材、ガラス、窓など）に必要な経費で市内の事業者に発注

及び支払う経費（工事費を含む）。 

  エ 補 助 率 

    ２分の１以内 

  オ 補助金額 

    上限50万円（千円未満は切り捨て）※補助対象事業費20万円以上のもの。 

 

⑵ 事業期間 

  2023年度～2024年度 

 

⑶ 事業主体 

  豊岡市 

 

⑷ 今後のスケジュール（予定） 

2024年１月初旬 

・補助金交付要綱公表 

・エントリー受付開始 

（市HP及び防災行政無線等を通じ制度の周知を図る。） 

２月下旬 

・エントリー受付終了 

※予算を超過した場合には、対象者全員に同率を減じ、予

算の範囲内で採択する。 

３月上旬～ 
・エントリー者への通知 

・交付申請及び交付決定 

2025年１月末 ・事業完了期限（工事費支払い、実績報告書提出含む） 
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新規 

 

⑸ 全体事業費（補助率・負担率等） 

   103,035千円 地方創生臨時交付金（物価高騰対応重点支援）（10/10） 

   【内訳】補助金 100,000千円（1,000千円×1/2×200件） 

       事務費  3,035千円（人件費） 

 

⑹ 繰越明許費 

全額を次年度に繰越し、執行する。 

 

 

 

担当課名【環境経済課】（内線2301） 
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新規 

 

№４ 事業名 鉄道事業者への運行支援 
補 正 

予算額 
190 千円 

 

１ 事業目的、趣旨等 

  燃油価格高騰の影響を大きく受ける公共交通等事業者の事業継続を支援することで、 

 地域に不可欠な交通手段を確保する。 

 

２ 事業概要 

⑴ 内  容 

   京都丹後鉄道沿線自治体と協調し、運行事業者であるWILLER TRAINS株式会社に対し 

  燃油価格高騰対策一時支援金を交付する。 

   なお、支援額については兵庫県と同一の算定方法で算出した額とする。 

 

⑵ 事業期間 

   2023年度 

 

⑶ 事業主体 

   豊岡市 

 

⑷ 今後のスケジュール 

   予算が措置され次第、交付。 

 

⑸ 全体事業費（補助率・負担率等） 

   190千円 地方創生臨時交付金（物価高騰対応重点支援）（10/10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当課名【都市整備課】（内線2481） 
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継続 

 

№５ 事業名 
基盤整備促進事業（ほ場整備事

業：内町地区） 

補 正 

予算額 
115,140 千円 

 

１ 事業目的、趣旨等 

内町地区のほ場整備は昭和 51 年に完了しているが、近年は用排水路及び暗渠排水の老 

朽化等により営農に支障をきたしている。また、農業従事者の高齢化により草刈りや泥

上げ等の管理作業が困難となりつつある。 

本事業により、用排水路の管路化及び区画を拡大し、効率的に管理可能な基盤を整え

ることで農業経営の安定を目指す。 

今回、国の補正予算により早期完成を目指すため、ほ場整備工事を実施する。 

 

２ 事業概要 

⑴ 内  容 

   ほ場整備工事 Ａ＝4.3ha 

 

⑵ 事業期間 

   2019年度～2025年度 

 

⑶ 事業主体 

   兵庫県（豊岡市受託事業） 

 

⑷ 全体事業費（補助率・負担率等） 

535,030千円（事業計画策定等工事費以外の事業費を含む） 

   負担率：国62.5％、県27.5％、市10％ 

 

⑸ 繰越明許費 

115,140千円のうち、105,040千円を次年度に繰り越し、執行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当課名【農林水産課】（内線2391） 

全体計画図 
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継続 

 

№６ 事業名 
基盤整備促進事業（農道橋耐震

化：蓼川大橋） 

補 正 

予算額 
11,200 千円 

 

１ 事業目的、趣旨等 

広域基幹農道は市の交通ネットワーク上の重要な役割を担っているが、橋梁について

は、現在の耐震基準を満たしていない。このため、安全・安心な交通を確保するよう、

現在の基準による耐震工事を行う。 

今回、国の補正予算により早期完成を目指すため、耐震化工事を実施する。 

 

２ 事業概要 

⑴ 内  容 

  蓼川大橋の耐震化工事（落橋防止Ｎ＝１箇所） 

  負担額：140,000千円×８％＝11,200千円 

 

⑵ 事業期間 

   2016年度～2028年度 

 

⑶ 事業主体 

 兵庫県 

 

⑷ 全体事業費（補助率・負担率等） 

   117,696千円（全体事業にかかる市負担金） 

 負担率：国55％、県37％、市8％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当課名【農林水産課】（内線2391） 

施工箇所図 
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継続 

 

№７ 事業名 
ポンプ場管理費（一日市排水機場

改修） 

補 正 

予算額 
2,821 千円 

 

１ 事業目的、趣旨等 

  一日市排水機場は、造成後20年以上が経過し、老朽化による機能低下や故障による機

能停止の恐れがあり、湛水被害の発生が懸念される。 

  このままでは排水機能に支障をきたす恐れもあり、老朽化した排水機場を改修するこ

とで、湛水被害の防除を図る。 

  今回、国の補正予算により早期完成を目指すため、改修工事を実施する。 

 

２ 事業概要 

⑴ 内  容 

   排水機場改修 一式（ポンプ、ゲート、除塵機、電気設備等） 

   負担額：35,260千円×８％＝2,821千円 

 

⑵ 事業期間 

   2023年度～2026年度 

 

⑶ 事業主体 

   兵庫県 

 

⑷ 全体事業費（補助率・負担率等） 

28,480千円（全体事業にかかる市負担金） 

 負担率：国55％、県37％、市8％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当課名【農林水産課】（内線2391） 

一日市排水機場 
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継続 

 

№８ 事業名 地籍調査事業 
補 正 

予算額 
90,336 千円 

 

１ 事業目的、趣旨等 

国土の開発及び保全並びにその利用の高度化に資するとともに、あわせて地籍の明確

化を図るため、国土の実態を科学的且つ総合的に調査することを目的とする。（国土調査

法第１条） 

 

２ 事業概要 

⑴ 内  容 

 社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助（市営円滑化（先行＋一般）） 

11地区＜国：42,384千円、県：21,192千円、市：26,760千円＞繰越対応 

ア 調査図素図作成、図根三角測量  ：2.83k㎡（616筆)(３地区） 

イ 一筆地(現地立会)調査、詳細測量 ：1.29k㎡（1,345筆)(４地区） 

ウ 地籍簿(案)、地籍図(案)作成、閲覧：0.86k㎡（1,138筆)(４地区） 

 

⑵ 事業期間 

2024年３月～2025年３月 

 

⑶ 事業主体 

豊岡市 

 

⑷ 今後のスケジュール 

2024年３月       … 内示、交付決定通知、補助申請 

2024年４月～2025年３月 … 入札、調査、測量、簿図作成、閲覧 

 

⑸ 全体事業費（補助率・負担率等） 

ア 90,336千円 

イ 負担率は、市営事業：国50％、県25％、市25％ 

 

⑹ 繰越明許費 

全額を次年度に繰越し、執行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当課名【地籍調査課】（内線2381） 
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新規 

 

№９ 事業名 
自動録音機能付電話機等の普及

促進 

補 正 

予算額 
1,000 千円 

 

１ 事業目的、趣旨等 

  兵庫県内の特殊詐欺被害が過去最悪のペースで増加していることを踏まえ、自動録音

機能付電話機等の普及を促進する。 

 

２ 事業概要 

⑴  内  容 

特殊詐欺被害防止に効果がある自動録音機能付電話機等の機器購入に対して補助金

を交付する。 

ア 補助対象 65歳以上の高齢者 

イ 補 助 率 定額補助 

ウ 補助上限 

 (ｱ) 自動録音機能付電話機購入 １万円 

 (ｲ) 外付録音機購入       ５千円 

 

⑵  事業期間 

2024年１月～2025年３月(予定) 

 

⑶  事業主体 

   豊岡市 

 

⑷  今後のスケジュール 

   2024年１月 補助受付開始、随時補助金交付 

 

⑸  全体事業費（補助率・負担率等） 

2,300千円  自動録音電話機等普及促進事業費補助金（10/10） 

（内訳） 

年度 自動録音機能付電話機 外付録音機 合計 

2023年度 700千円（ 70台） 300千円（ 60台） 1,000千円 

2024年度 1,000千円（100台） 300千円（ 60台） 1,300千円 

合計 1,700千円（170台） 600千円（120台） 2,300千円 

 

３ その他参考事項 

  豊岡市内の特殊詐欺被害の状況（豊岡警察署調べ） 

  2022年度 10件 被害額 約 500万円 

  2023年度 ９件 被害額 約1,040万円(11月24日現在) 

 

 

担当課名【生活環境課】（内線2281） 
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拡充 

 

№10 事業名 
私立保育所等への物価高騰対策

追加支援 

補 正 

予算額 
6,705 千円 

 

１ 事業目的、趣旨等 

物価高騰等の影響を受けている放課後児童クラブ（民間施設）、保育所等に対して、光

熱費等の価格上昇分の一部を支援することで、施設の継続的・安定的なサービス提供を

図る。 

 

２ 事業概要 

⑴ 内  容 

   民間の法人・事業者等が運営する保育所、認定こども園、小規模保育事業所、認可

外保育施設、放課後児童クラブに対する光熱費等の高騰分に要した経費に対し、給付

金により追加支援を行う。 

  ア 対象施設 

私立保育所、認定こども園、小規模保育事業所  21施設 

    認可外保育施設                ４施設 

    放課後児童クラブ               ３施設 

    合計 28施設 

イ 給付金額 

  施設規模（2023年度定員数）により定額を給付 

 

⑵ 事業期間 

   2023年度 

 

⑶ 事業主体 

   豊岡市 

 

⑷ 全体事業費（補助率・負担率等） 

   14,751千円 ５号補正：8,046千円、 

８号補正：6,705千円（今回） 保育施設等一時支援補助金（10/10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当課名【幼児育成課】（内線2531） 
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新規 

 

№14 事業名 
城崎地域の公共施設集約化に係

る城崎庁舎改修 

補 正 

予算額 
1,815 千円 

 

１ 事業目的、趣旨等 

  城崎地域公共施設集約化の方向性として、城崎温泉交流センターは建替による複合施

設化を、城崎健康福祉センターは売却を含む民間活用を想定している。 

  このため、城崎温泉交流センター内に事務所を構える豊岡市商工会城崎支部及び城崎

健康福祉センターに事務所を構える豊岡市社会福祉協議会城崎支所については、事務所

移転が必要となり、その移転先として城崎庁舎の城崎市民センター集会室（１階）を改

修する。なお、両団体の事務所移転が遅滞なく実施できるよう、迅速に実施設計を行う。 

 

２ 事業概要 

⑴ 内  容 

   城崎庁舎の城崎市民センター集会室（１階）について、豊岡市商工会城崎支部及び

豊岡市社会福祉協議会城崎支所の事務所として使用できるよう、改修工事の実施設計

を行う。 

   なお、改修工事については、2024年度にて実施を想定している。 

 

⑵ 事業期間 

   2024年１月～３月 

 

⑶ 事業主体 

   豊岡市 

 

⑷ 今後のスケジュール 

   2024年１月 業者選定、契約 

   2024年３月 実施設計業務完了 

 

⑸ 全体事業費（補助率・負担率等） 

   1,815千円 

 

３ その他参考事項 

  今年度中に実施設計を行うことにより、来年度の早期に改修工事に取り掛かることが

でき、2024年12月末までには工事が完了する計画で進める。 

 

 

 

 

 

 

担当課名【城崎振興局地域振興課】（内線5001） 
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